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老人福祉法第１１条の規定による措置事務の実施に係る神奈川県指針 

 
老人福祉法（昭和38年法律第133号。以下「法」という。）第１１条の規定による措置に要する費用

の算定に当たっては、別紙１「老人保護措置費支弁基準」により算定した額の合計額から、別紙２「費

用徴収基準」により算定した徴収すべき額及びその他の収入額を控除した額を基本とするものであるこ

と。 

 

別紙１ 

 
老人保護措置費支弁基準 

 

１ 事務費 

（１）施設（月額） 

次の一般事務費及び特別事務費の合算額（別表２）を基準額とする。 

ア 一般事務費 

別表１に示す一般事務費基準額等とする。 

 

イ 特別事務費 

  次の（ア）により算定した額に（ウ）に示す額を合算した額とし、（イ）、（エ）、（オ）及び（カ）

に示す加算額は、該当者に対して加算し、（キ）に示す加算額は該当する施設に対して加算する。 

 

（ア）民間施設給与等改善費 

民間施設においては、公立施設と比して、初任給等給与水準（諸手当を含む）、昇進その他

の身分保障、住宅その他の福利厚生面などに格差を生じていることから、民間施設の措置費

に加算し、公私間の格差の是正を図るため、アの一般事務費に１１％の加算率を乗じた額とす

る。 
 

（イ）障害者等加算 

ａ 目的 

養護老人ホームの入所者のうち、要支援・要介護者が有する介護ニーズについては、介護

サービスにより対応することとされているが、要支援・要介護非該当者（施設が外部サービ

ス利用型介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けないなど介護サービスの対応ができ

ない者を含む。）であっても継続的な援護を要する者が入所していることに鑑み、これらの者

を援護できる体制を整備することにより、入所者処遇の充実を図るものとする。 

ｂ 加算の対象 

（ａ）加算対象施設 

（ｂ）の対象者として市町村長が認定した者が入所している施設とする。 
（ｂ）対象者 

入所者のうち要支援・要介護非該当者であり、かつ、継続的な援護を要する者として、

例示した者など、市町村長が適当と認めたものとする。 

（令和６年８月１日改正後全文） 
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（例） 
・ 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者手帳を所持する者 
・ アルコール依存症、統合失調症等、医師の診断書がある者 
・ その他、継続的な援護を要する特段の理由がある者等 

（ケース記録等で状況を確認し、必要があれば施設職員にヒアリングを行う） 
 

ｃ 加算単価 

加算対象者１人当たりの加算単価（月額）は、３４,０００円とする。 

    ｄ 認定方法 

加算対象施設及び加算対象者の認定時期については、従前からの対象者については毎年４

月１日現在において、また、その翌日以降に、入所や障害が認定されるなどの理由で新たに

加算の対象となる者については、その翌月１日現在において、加算の認定を受けようとする

施設から別紙様式１を参考とした申請書を提出させ、当該施設の申請内容について必要な審

査を行い、必要と認めた場合には加算対象施設として市町村長が認定することとする。 

 

 （ウ）夜間勤務体制加算 

ａ 目的 

夜間における処遇や緊急時の対応を適切に行うため、職員配置基準を超えて支援員を配

置することにより、入所者に対する処遇の充実を図るものとする。 

ｂ 加算の対象 

      加算対象施設は、毎年４月１日現在で指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特

定施設入居者生活介護又は指定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている施設

とする。 

    ｃ 加算単価 

      利用者１人当たりの加算単価（月額）は、次のとおりとする。 

入所定員数 50名以下 
51名以上 

75名以下 

76名以上 

100名以下 

101名以上 

150名未満 
150名以上 

加算単価 

(月額) 
9,500円 8,000円 6,000円 4,800円 3,200円 

 

（エ）介護保険料加算 
養護老人ホーム被措置者のうち、別紙２の別表１の費用徴収基準に定める階層区分の１階層

の適用を受ける者のうち介護保険法における第１号被保険者に該当する者に対し、当該者が支

払うべき介護保険料月額として必要とされる額。 
 

（オ）老人短期入所加算 

ａ 目的 

      在宅において生活することが一時的に困難となった者を短期入所させた場合に、様々な

援護を要することから、その処遇の向上を図るものとする。 

ｂ 加算の対象 

      要支援又は要介護非該当者であり、かつ、高齢者虐待等により、在宅において生活する
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ことが一時的に困難となった者であって、介護保険の短期入所生活介護等の利用や、やむ

を得ない事由による短期入所の措置が著しく困難である者として、市町村長が適当と認め

たものとする。 

ｃ 加算単価 

加算対象者１人当たりの加算単価（日額）は、３００円とする。 

ｄ 認定方法 

      市町村長は、養護老人ホームへの短期入所の要否を判定するに当たっては、本指針を基に

その必要性を検討すること。 

      なお、その際には、必要に応じ、入所判定委員会等を活用すること。ただし、急を要する

と市町村長が認める場合にあっては、利用申請手続等は、事後でも差し支えないものとする。

この場合、手続はできるだけ速やかに行うものとする。 

    ｅ その他 

（ａ）原則として、入所の期間が概ね３０日以内の者を対象とする。ただし、やむを得ない

場合には、必要最小限の範囲で延長することができるものとする。 

（ｂ）実施に当たっては、地域包括支援センター、福祉事務所及び民生委員等の関係機関等

との十分な連携を図ること。 

 

（カ）介護サービス利用者負担加算 

ａ 目的 

      入所者が介護サービスを利用した場合に、その利用に係る利用者負担の一部について加

算することにより、必要な介護サービスの利用を図るものとする。 

ｂ 加算の対象 

      養護老人ホームの入所者であって、介護サービスを利用した者とする。 

ｃ 加算額 

      養護老人ホームの入所者のうち、介護サービスを利用した者に対し、別紙２の別表１の

費用徴収基準に定める階層区分に応じ、利用者負担の上限額を勘案して、利用者１人当た

り加算単価（月額）は、次のとおりとする。 

      ただし、介護サービスの利用実績に支弁割合を乗じた額が加算額を下回る場合は、利用

実績額に支弁割合を乗じた額を上限として加算する。 

      なお、高額介護サービス費に該当する場合は、高額介護サービス費の適用が優先される

ものとする。 

要支援・要 

介 護 区 分 

費用徴収階層区分 

１～23（80万円以下） 24～38 39以上（150万円超） 
支弁割合 加算額 支弁割合 加算額 支弁割合 加算額 

要支援１ 

100％ 

4,800円 

75％ 

3,600円 

50％ 

2,400円 

要支援２ 10,000円 7,500円 5,000円 

経過的要介護 6,000円 4,500円 3,000円 

要介護１ 

100％ 
(上限額) 

15,000円 

75％ 
(上限額) 

12,000円 

50％ 
(上限額) 

8,000円 

要介護２ 15,000円 13,500円 9,000円 

要介護３ 15,000円 15,000円 10,000円 

要介護４ 15,000円 16,500円 11,000円 

要介護５ 15,000円 18,000円 12,000円 
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    ｄ 認定方法 

市町村長は、加算の認定を受けようとする施設から別紙様式２を参考とした申請書を提

出させ、当該施設の申請内容について必要な審査を行い、必要と認めた場合には加算対象

施設として認定し、速やかに通知するとともに、次の方法により加算すること。 

（ａ）算定は、前月の介護サービスの利用実績及び費用徴収階層等に基づいて行うこと。 

    （ｂ）申請に当たっては、次の書類を添付させること。 

      ① 「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成 11 年 11

月 12 日老企第 29 号通知）に定める介護サービス計画書第７票等、加算の対象となる

者による介護サービスの利用状況（見込み）が把握できるもの 

      ② 加算の対象となるものの費用徴収階層が把握できるもの 

        なお、継続して本加算を受ける者については、当該者の費用徴収階層が変更となっ

た場合を除き、省略することができる。 

 

（キ）養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算 

ａ 目的 

      入所者の高齢化や要介護度の重度化等に伴い、個別支援を要する機会が増えている養護

老人ホーム勤務職員の処遇改善を図るものとする。 

ｂ 加算の対象 

      別に定める「養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算実施要領」の加算に関する要件に適

合し、賃金の改善等を実施しているものとして、施設所在地市町村長へ届け出た施設に対

して、当該要領の規定に従い、加算する。 

ｃ 加算額 

別紙１の別表１の養護老人ホーム一般事務費基準額（月額）で定める人件費に4.46％加

算する。 

ただし、別に定める「養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算実施要領」のキャリアパス

要件の適合状況に応じて、加算額は異なる。 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ)…減算率なし 

  養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ)…養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ)×90％ 

  養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ)…養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ)×80％ 

     

ｄ 認定方法 

加算の認定を受けようとする施設は、施設所在地市町村長が別に定める提出期日までに

「養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算実施要領」で規定する養護老人ホーム勤務職員処

遇改善加算届出書等を提出すること。 

なお、施設所在地市町村長は当該施設の計画内容について確認を行い、必要な賃金改善

が図られる内容で計画が策定されている場合には、加算対象施設として認定し、速やかに

当該施設及び措置市町村長へ通知すること。 

 

 



 

－ 5 － 

 

（２）養護受託者 

法第１１条第１項第３号による養護受託者に対する事務費は、養護の委託を引き受けた者１人に

つき月額３２,０００円とする。 

 
２ 生活費 

  生活費については、原則として、「老人福祉法第１１条の規定による措置事務の実施に係る指針につ

いて」（平成18年１月24日老発第0124001号厚生労働省老健局長通知）（以下「措置費に係る国指針」

という。）に基づくものとし、具体的には、次のとおりとする。 

（１）一般生活費 
区            分 額 

養護老人ホーム及び養護受託者（甲地）(A) ５６,３８０円 

基準費用額(居住費)の見直しを踏まえた改定

分(令和 6 年 8 月～)(B) 
１，８２４円 

(A)+(B) ５８，２０４円 

地区別冬期加算（Ⅵ区；11月から３月）  ２,０７０円 

入院した場合の入 
院患者の日用品費 

基  準  額 生活保護法による保護基準（注）に定められた入院

患者日用品費の基準額 

地区別冬期加算額 生活保護法による保護基準（注）に定められた入院

患者日用品費の地区別冬期加算額 
   （注）各年度において４月１日現在の基準を適用する。 
 
（２）期末加算 
   毎年１２月１日現在における被措置者につき、１人当たり５,１４０円（甲地）を加算する。 
 
（３）病弱者加算 
   養護老人ホームに入所している被措置者のうち、病弱のため当該施設の医師の指示に基づき栄養

補給等のために特別な食事の給食を１月以上必要とする者であって、実施機関において必要と認定

したものにつき、１人当たり１３,１６０円を加算する。 
 
（４）被服費加算 
   毎年４月１日現在における被措置者につき、１人当たり１,０００円を加算する。 

 

（５）加算の特例 

   ７０歳以上の者及び国民年金法別表に定める１級又は身体障害者福祉法施行規則別表第５号に定

める１級若しくは２級に該当する者のうち、福祉年金の受給権を有しない者（公的年金の受給その

他の法令に定める福祉年金の受給停止事由に該当する者を除く。）については、養護老人ホーム及び

養護委託の場合は１人当たり２２,５００円の範囲内で加算することができる。 

 

３ 移送費 

  次に掲げる移送に必要な最小限度の額とする。 
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（１）措置の開始、変更又は廃止に伴って施設へ入所する場合又は施設から退所する場合。 

（２）被措置者が施設から医療機関へ入院及び医療機関から退院する場合（生活保護法による医療扶助

により受給する場合を除く。）。 

（３）措置の開始、変更又は廃止に伴って養護受託者の家庭に転入する場合又は養護受託者の家庭から

転出する場合 

 

４ 葬祭費 

  葬祭費は、遺留金品により賄えない場合は、次のとおりとする。 

（１）基準額 

１件当たりの基準額は、生活保護法の保護基準に定められた基準額とする。 
（２）葬祭に要する費用の額が基準額を超える場合であって、葬祭地の市町村条例に定める火葬に要す

る費用の額が生活保護法の保護基準に定められた額を超えるときは、当該超える額を基準額に加算

する。 
（３）葬祭に要する費用の額が基準額を超える場合であって、自動車の料金その他遺体の運搬に要する

費用の額が生活保護法の保護基準に定められた額を超えるときは、当該基準により算定した額を基

準額に加算する。 
（４）死亡診断又は死体検案に要する費用（文章作成の手数料を含む。）が生活保護法の保護基準に定め

られた額を超える場合は、当該超える額を基準額に加算する。 

（５） 火葬又は埋葬を行うまでの間、遺体を保存するために特別の費用を必要とする事情がある場合は、

必要最小限度の実費相当額を基準額に加算する。 
（６）遺留金品等を充当した場合は、当該充当額を（１）から（５）までにより得た額から控除する。 
（７）（１）から（４）で適用する生活保護法の保護基準は、各年度において４月１日現在の基準を適用

する。  
 
５ 法第１１条第１項第２号に規定するやむを得ない事由による措置に要する費用 
  法第１１条第１項第２号の措置に要する費用から、法第２１条の２の規定に基づき市町村が支弁す

ることを要しないとされた額を控除した額とする。 
  なお、当該「措置に要する費用」には、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

（平成12年２月20日厚生省告示第21号）を準用して算定した額のほか、当該介護保険施設等におけ

る居住費及び食費が含まれるものであること。 

    

６ 各月の支弁基準額の認定方法等 

（１） 養護老人ホームが所在する市町村の長は、毎年当初（年度途中で事業を開始した施設については、

その事業の開始時）措置を行った個々の施設及び養護委託をした養護委託者につき、それぞれ基準

に基づき算定した事務費、生活費、移送費及び葬祭費の額を措置者１人当たり支弁月額等として決

定するとともに、これを当該施設、当該養護受託者及び当該措置者を措置した市町村の長にそれぞ

れ通知すること。 

（２）被措置者の措置に要する費用の支弁は、各月初日の被措置者ごとに算定した事務費及び生活費の

支弁月額の合算額をもって毎月当初これを行うこと。 

   ただし、生活費については、月の途中で措置を開始し又は廃止した場合、当該月の支弁額は次に
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より算定した額とする。 

   生活費支弁月額 × （当該月の実措置日数 ÷ 当該月の実日数） 

（３）新たに事業を開始した施設については、（２）にかかわらず事業開始後３か月を経過した日の属す

る月の分までその支弁額は、次により算定した額とする。 

   支弁月額（事務費及び生活費） × （当該月の実措置日数 ÷ 当該月の実日数） 

（４）施設に係る事務費支弁月額は、当該施設の入所定員（地方公共団体が設置する場合にあっては条

例等で定めた人員をいい、社会福祉法人が設置する施設にあっては、法第１５条第４項の都道府県

知事又は指定都市若しくは中核市の長の認可を受けた人員をいう。）によること。 
 
７ 留意事項 
（１）事務費について 
   別表１に示す養護老人ホーム一般事務費基準額は、別紙３に示す職員数が配置されていることを

基本とし、定員規模としては、「100 名未満」、「100 名以上 150 名未満」及び「150 名以上」の３区

分とし、措置費に係る国指針により、それぞれ「100名未満」は「41～50」を、「100名以上150名

未満」は「91～100」を、「150名以上」は「141～150」あるいは最多規模の数値を用いるとともに、

級地については、一律、特甲地の「11／100」として設定してあるものであり、養護老人ホームが所

在する市町村の長は、これを参考に地域の実情に応じ、適正な水準とすること。 
   なお、指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定介護予防

特定施設入居者生活介護の指定を受けていない場合の基準額は、上段の規定にかかわらず、設定値

の９割程度として設定しているものである。 
（２）民間施設給与等改善費について 
   民間施設給与等改善費については、本来、職員１人当たりの平均勤続年数に基づき、人件費及び

管理費に区分して加算するものであるが、直近の実態（過去３か年の平均値）を踏まえ、一律１１％

とすること。 
なお、介護報酬の改定に合わせて見直すこととし、その際には、施設の実態の把握に努め、効果

的な活用を図られたい。 
（３）養護老人ホーム事務費の人件費及び管理費の区分について 
   養護老人ホームの事務費のうち、一般事務費は「人件費」及び「管理費」に区分され、その内訳

は別表１のとおりである。 

   この運用に当たっては、「社会福祉法人が経営する社会福祉施設における運営費の運用及び指導

について」（平成16年３月12日雇児発第0312001号、社援発第0312001号、老発第0312001号厚生

労働省雇用均等・児童家庭局長、厚生労働省社会・援護局長、厚生労働省老健局長連名通知）によ

り適正を期するよう指導すること。 

   なお、「人件費」とは、職員の本俸、諸手当等職員に支給される諸経費及び社会保険料事業主負担

金等をいい、「管理費」とは職員の旅費、職員研修費、庁費、保健衛生費、特別管理費等施設の運営

に必要な人件費以外の諸経費をいうものである。 

（４）市町村に対する助言 

   神奈川県知事は、管内の市町村長より、老人保護措置費に関し助言を求められた場合には、必要

な助言を行うものとする。 
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（５）経過措置 
   この指針が施行される平成 19 年４月１日以前に外部サービス利用型特定施設入居者生活介護又

は外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けた養護老人ホームに係る１の

事務費の算定に当たっては、措置費に係る国指針及び「老人保護措置費に係る各種加算等の取扱い

について」（平成18年１月24日老発第0124003号厚生労働省老健局長通知）に基づき算定された額

とすることができる。 

    

   附 則 

１ この指針は、平成19年4月1日から施行する。 

２ 法第１１条第１項第１号、第３号及び第２項（養護老人ホーム及び養護委託に限る。）に規定する措

置に要する費用に係る法第２８条の規定による徴収金については、平成19年７月分の徴収金から適用

し、同年６月分までの徴収金については、従前の例によるものとする。 

 

   附 則 

１ この指針は、平成21年4月1日から施行する。 

 

   附 則 

１ この指針は、平成21年7月1日から施行する。 

 

   附 則 

１ この指針は、平成22年7月1日から施行する。 

 

附 則 

１ この指針は、平成26年４月１日から施行する。 

２ 改正後の「老人福祉法第１１条の規定による措置事務の実施に係る神奈川県指針」の別紙１老人保

護措置費支弁基準２生活費（１）一般生活費の入院した場合の入院患者日用品費に関する規定は、こ

の指針の施行の日（以下「施行日」という。）以後に入院若しくは施行日以前から継続して入院してい

る場合は、施行日以後の期間に対応する入院期間について適用し、施行日前の入院期間に対応する分

については、なおその効力を有する。 

 

   附 則 

１ この指針は、平成26年11月13日から施行し、平成26年11月１日から適用する。 

２ 改正後の「老人福祉法第１１条の規定による措置事務の実施に係る神奈川県指針」の別紙１老人保

護措置費支弁基準２生活費（１）一般生活費の入院した場合の入院患者日用品費に関する規定は、こ

の指針の適用の日（以下「適用日」という。）以後に入院若しくは適用日以前から継続して入院してい

る場合は、適用日以後の期間に対応する入院期間について適用し、適用日前の入院期間に対応する分

については、なおその効力を有する。 
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  附 則 

１ この指針は、平成27年４月1日から施行する。 

 

附 則 

１ この指針は、平成27年11月１日から施行する。 

２ 改正後の「老人福祉法第１１条の規定による措置事務の実施に係る神奈川県指針」の別紙１老人保

護措置費支弁基準２生活費（１）一般生活費の入院した場合の入院患者日用品費に関する規定は、こ

の指針の施行の日（以下「施行日」という。）以後に入院若しくは施行日以前から継続して入院してい

る場合は、施行日以後の期間に対応する入院期間について適用し、施行日前の入院期間に対応する分

については、なおその効力を有する。 

 

  附 則 

１ この指針は、平成28年４月1日から施行する。 

 

  附 則 

１ この指針は、平成29年７月1日から施行する。 

 

  附 則 

１ この指針は、平成30年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

１ この指針は、平成30年７月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この指針は、平成31年４月１日から施行する。 

 

附 則 
１ この指針は、令和元年10月1日から施行する。 

 

附 則 
１ この指針は、令和２年４月1日から施行する。 

 
附 則 

１ この指針は、令和４年４月1日から施行する。 

 
附 則 

１ この指針は、令和５年４月1日から施行する。 

 

附 則 

１ この指針は、令和６年４月18日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 
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附 則 

１ この指針は、令和６年６月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この指針は、令和６年８月１日から施行する。 
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別表１ 
 

 養護老人ホーム一般事務費基準額（月額） 
 
１ 養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定

介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けていない場合） 
（単位 円） 

入 所 定 員 数 
基準額（単独型） 基準額（併設型） 

人件費 管理費 計 人件費 管理費 計 
100名未満 109,966 7,746 117,712 72,338 5,734 78,072 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 114,870 7,746 122,616 75,564 5,734 81,298 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 114,375 7,746 122,121 75,238 5,734 80,972 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 113,891 7,746 121,637 74,920 5,734 80,654 

100名以上150名未満 77,872 5,533 83,405 58,253 4,628 62,881 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 81,345 5,533 86,878 60,851 4,628 65,479 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 80,994 5,533 86,527 60,588 4,628 65,216 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 80,652 5,533 86,185 60,332 4,628 64,960 

150名以上 70,024 5,231 75,255 56,844 4,628 61,472 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 73,147 5,231 78,378 59,379 4,628 64,007 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 72,831 5,231 78,062 59,123 4,628 63,751 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 72,523 5,231 77,754 58,873 4,628 63,501 

  注 併設型とは、措置費に係る国指針の平成11年12月９日改正以前における「小規模特別養護老

人ホームを併設する」又は「入所定員40名以下の小規模養護老人ホームであって、特別養護老人

ホームに併設する」場合をいうものである。（以下同じ。） 
 
２ 養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定

介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合） 
（１）基本職員分（介護サービスの提供を受けている該当者分） 

（単位 円） 

入 所 定 員 数 
基準額（単独型） 基準額（併設型） 

人件費 管理費 計 人件費 管理費 計 
100名未満 76,765 5,533  82,298 44,067 3,923 47,990 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 80,188 5,533 85,721 46,032 3,923 49,955 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 79,843 5,533 85,376 45,834 3,923 49,757 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 79,505 5,533 85,038 45,640 3,923 49,563 

100名以上150名未満 50,305 3,722 54,027 33,000 3,118 36,118 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 52,548 3,722 56,270 34,471 3,118 37,589 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 52,322 3,722 56,044 34,323 3,118 37,441 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 52,100 3,722 55,822 34,178 3,118 37,296 

150名以上 44,670 3,521 48,191 33,000 3,118 36,118 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 46,662 3,521 50,183 34,471 3,118 37,589 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 46,461 3,521 49,982 34,323 3,118 37,441 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 46,264 3,521 49,785 34,178 3,118 37,296 

  注１ 入所定員が100名以上150名未満の施設にあって、一般入所者（介護サービスの提供を受け

ていない非該当者をいう。以下同じ。）が50名以下となった場合は、定員100名未満の施設の
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基準額を適用する。（以下同じ。） 

   ２ 入所定員が150 名以上の施設にあって、一般入所者が 100 名以下となった場合は、定員 100

名以上150名未満の施設の基準額を適用する。（以下同じ。） 

 

（２）支援員分（介護サービスの提供を受けていない非該当者分） 
（単位 円） 

入 所 定 員 数 
基準額（単独型） 基準額（併設型） 

人件費 管理費 計 人件費 管理費 計 
100名未満 38,936 3,521  42,457 38,936 3,521  42,457 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 40,672 3,521 44,193 40,672 3,521 44,193 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 40,497 3,521 44,018 40,497 3,521 44,018 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 40,326 3,521 43,847 40,326 3,521 43,847 

100名以上150名未満 31,692 2,414 34,106 31,692 2,414 34,106 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 33,105 2,414 35,519 33,105 2,414 35,519 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 32,962 2,414 35,376 32,962 2,414 35,376 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 32,823 2,414 35,237 32,823 2,414 35,237 

150名以上 30,183 2,112 32,295 30,183 2,112 32,295 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 31,529 2,112 33,641 31,529 2,112 33,641 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 31,393 2,112 33,505 31,393 2,112 33,505 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 31,260 2,112 33,372 31,260 2,112 33,372 

 
（３）（１）及び（２）の合計（介護サービスの提供を受けていない非該当者分） 

（単位 円） 

入 所 定 員 数 
基準額（単独型） 基準額（併設型） 

人件費 管理費 計 人件費 管理費 計 

100名未満 115,701 9,054 124,755 83,003 7,444 90,447 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 120,860 9,054 129,914 86,704 7,444 94,148 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 120,340 9,054 129,394 86,331 7,444 93,775 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 119,831 9,054 128,885 85,966 7,444 93,410 

100名以上150名未満 81,997 6,136 88,133 64,692 5,532 70,224 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 85,653 6,136 91,789 67,576 5,532 73,108 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 85,284 6,136 91,420 67,285 5,532 72,817 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 84,923 6,136 91,059 67,001 5,532 72,533 

150名以上 74,853 5,633 80,486 63,183 5,230 68,413 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 78,191 5,633 83,824 66,000 5,230 71,230 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 77,854 5,633 83,487 65,716 5,230 70,946 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 77,524 5,633 83,157 65,438 5,230 70,668 
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３ 盲養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指

定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けていない場合） 
（単位 円） 

入 所 定 員 数 人件費 管理費 計 
100名未満（措置費に係る国指針による50名規模） 167,314 11,771 179,085 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 174,776 11,771 186,547 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 174,023 11,771 185,794 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 173,287 11,771 185,058 

100名以上(同上100名規模) 127,271 8,954 136,225 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 132,947 8,954 141,901 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 132,374 8,954 141,328 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 131,814 8,954 140,768 

 
４ 盲養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指

定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合） 
（単位 円） 

入 所 定 員 数 人件費 管理費 計 
 

100名未満 

（措置費に係る国指針による50名規模） 

基本職員分 85,619 6,137 91,756 

支援員分 66,100 5,332 71,432 

合   計 151,719 11,469 163,188 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 合   計 158,485 11,469 169,954 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 合   計 157,802 11,469 169,271 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 合   計 157,134 11,469 168,603 

 

100名以上(同上100名規模) 

基本職員分 54,731 4,024 58,755 

支援員分 63,384 4,527 67,911 

合   計 118,115 8,551 126,666 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 合   計 123,382 8,551 131,933 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 合   計 122,850 8,551 131,401 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 合   計 122,330 8,551 130,881 

 
５ 特例措置 
  養護老人ホームの運営を指定管理者制度によって運営している施設にあっては、指定期間中の一般

事務費基準額（月額）は、運営を委託している当該市町村の条例の定めるところによる。 
  具体的には、川崎市にあっては、「川崎市特別養護老人ホーム及び養護老人ホーム条例」（平成５年

川崎市条例第 14 号）の定めによる。 
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別表２ 
 

 養護老人ホーム事務費基準額（月額） 
 
１ 養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定

介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けていない場合） 
（１）単独型 

（単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設 

給与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

100名未満 109,966 7,746 117,712 12,948 － 12,948 130,660 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 114,870 7,746 122,616 13,487 － 13,487 136,103 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 114,375 7,746 122,121 13,483 － 13,483 135,554 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 113,891 7,746 121,637 13,380 － 13,380 135,017 

100名以上150名未満 77,872 5,533 83,405 9,174 － 9,174 92,579 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 81,345 5,533 86,878 9,556 － 9,556 96,434 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 80,994 5,533 86,527 9,517 － 9,517 96,044 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 80,652 5,533 86,185 9,480 － 9,480 95,665 

150名以上 70,024 5,231 75,255 8,278 － 8,278 83,533 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 73,147 5,231 78,378 8,621 － 8,621 86,999 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 72,831 5,231 78,062 8,586 － 8,586 86,648 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 72,523 5,231 77,754 8,552 － 8,552 86,306 

 
（２）併設型 

（単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設 

給与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

100名未満 72,338 5,734 78,072 8,587 － 8,587 86,659 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 75,564 5,734 81,298 8,942 － 8,942 90,240 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 75,238 5,734 80,972 8,906 － 8,906 89,878 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 74,920 5,734 80,654 8,871 － 8,871 89,525 

100名以上150名未満 58,253 4,628 62,881 6,916 － 6,916 69,797 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 60,851 4,628 65,479 7,202 － 7,202 72,681 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 60,588 4,628 65,216 7,173 － 7,173 72,389 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 60,332 4,628 64,860 7,145 － 7,145 72,105 

150名以上 56,844 4,628 61,472 6,761 － 6,761 68,233 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 59,379 4,628 64,007 7,040 － 7,040 71,047 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 59,123 4,628 63,751 7,012 － 7,012 70,763 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 58,873 4,628 63,501 6,985 － 6,985 70,486 

 
 
 
 
 



 

－ 15 － 

２ 養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定

介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合） 
（１）単独型 
  ア 該当者 

（単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設 

給与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

50名以下 76,765 5,533 82,298 9,052 9,500 18,552 100,850 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 80,188 5,533 85,721 9,429 9,500 18,929 104,650 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 79,843 5,533 85,376 9,391 9,500 18,891 104,267 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 79,505 5,533 85,038 9,354 9,500 18,854 103,892 

51名以上75名以下 76,765 5,533 82,298 9,052 8,000 17,052 99,350 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 80,188 5,533 85,721 9,429 8,000 17,429 103,150 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 79,843 5,533 85,376 9,391 8,000 17,391 102,767 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 79,505 5,533 85,038 9,354 8,000 17,354 102,392 

76名以上100名未満 76,765 5,533 82,298 9,052 6,000 15,052 97,350 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 80,188 5,533 85,721 9,429 6,000 15,429 101,150 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 79,843 5,533 85,376 9,391 6,000 15,391 100,767 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 79,505 5,533 85,038 9,354 6,000 15,354 100,392 

100名 50,305 3,722 54,027 5,942 6,000 11,942 65,969 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 52,548 3,722 56,270 6,189 6,000 12,189 68,459 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 52,322 3,722 56,044 6,164 6,000 12,164 68,208 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 52,100 3,722 55,822 6,140 6,000 12,140 67,962 

101名以上150名未満 50,305 3,722 54,027 5,942 4,800 10,742 64,769 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 52,548 3,722 56,270 6,189 4,800 10,989 67,259 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 52,322 3,722 56,044 6,164 4,800 10,964 67,008 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 52,100 3,722 55,822 6,140 4,800 10,940 66,762 

150名以上 44,670 3,521 48,191 5,301 3,200 8,501 56,692 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 46,662 3,521 50,183 5,520 3,200 8,720 58,903 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 46,461 3,521 49,982 5,498 3,200 8,698 58,680 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 46,264 3,521 49,785 5,476 3,200 8,676 58,461 

 



 

－ 16 － 

  イ 非該当者 
（単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設給

与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

50名以下 115,701 9,054 124,755 13,723 9,500 23,223 147,978 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 120,860 9,054 129,914 14,290 9,500 23,790 153,704 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 120,340 9,054 129,394 14,233 9,500 23,733 153,127 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 119,831 9,054 128,885 14,177 9,500 23,677 152,562 

51名以上75名以下 115,701 9,054 124,755 13,723 8,000 21,723 146,478 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 120,860 9,054 129,914 14,290 8,000 22,290 152,204 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 120,340 9,054 129,394 14,233 8,000 22,233 151,627 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 119,831 9,054 128,885 14,177 8,000 22,177 151,062 

76名以上100名未満 115,701 9,054 124,755 13,723 6,000 19,723 144,478 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 120,860 9,054 129,914 14,290 6,000 20,290 150,204 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 120,340 9,054 129,394 14,233 6,000 20,233 149,627 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 119,831 9,054 128,885 14,177 6,000 20,177 149,062 

100名 81,997 6,136 88,133 9,694 6,000 15,694 103,827 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 85,653 6,136 91,789 10,096 6,000 16,096 107,885 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 85,284 6,136 91,420 10,056 6,000 16,056 107,476 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 84,923 6,136 91,059 10,016 6,000 16,016 107,075 

101名以上150名未満 81,997 6,136 88,133 9,694 4,800 14,494 102,627 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 85,653 6,136 91,789 10,096 4,800 14,896 106,685 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 85,284 6,136 91,420 10,056 4,800 14,856 106,276 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 84,923 6,136 91,059 10,016 4,800 14,816 105,875 

150名以上 74,853 5,633 80,486 8,853 3,200 12,053 92,539 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 78,191 5,633 83,824 9,220 3,200 12,420 96,244 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 77,854 5,633 83,487 9,183 3,200 12,383 95,870 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 77,524 5,633 83,157 9,147 3,200 12,347 95,504 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

－ 17 － 

（２）併設型 
  ア 該当者 

（単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設 

給与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

50名以下 44,067 3,923 47,990 5,278 9,500 14,778 62,768 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 46,032 3,923 49,955 5,495 9,500 14,995 64,950 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 45,834 3,923 49,757 5,473 9,500 14,973 64,730 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 45,640 3,923 49,563 5,451 9,500 14,951 64,514 

51名以上75名以下 44,067 3,923 47,990 5,278 8,000 13,278 61,268 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 46,032 3,923 49,955 5,495 8,000 13,495 63,450 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 45,834 3,923 49,757 5,473 8,000 13,473 63,230 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 45,640 3,923 49,563 5,451 8,000 13,451 63,014 

76名以上100名未満 44,067 3,923 47,990 5,278 6,000 11,278 59,268 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 46,032 3,923 49,955 5,495 6,000 11,495 61,450 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 45,834 3,923 49,757 5,473 6,000 11,473 61,230 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 45,640 3,923 49,563 5,451 6,000 11,451 61,014 

100名 33,000 3,118 36,118 3,972 6,000 9,972 46,090 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 34,471 3,118 37,589 4,134 6,000 10,134 47,723 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 34,323 3,118 37,441 4,118 6,000 10,118 47,559 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 34,178 3,118 37,296 4,102 6,000 10,102 47,398 

101名以上150名未満 33,000 3,118 36,118 3,972 4,800 8,772 44,890 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 34,471 3,118 37,589 4,134 4,800 8,934 46,523 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 34,323 3,118 37,441 4,118 4,800 8,918 46,350 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 34,178 3,118 37,296 4,102 4,800 8,902 46,198 

150名以上 33,000 3,118 36,118 3,972 3,200 7,172 43,290 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 34,471 3,118 37,589 4,134 3,200 7,334 44,923 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 34,323 3,118 37,441 4,118 3,200 7,318 44,759 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 34,178 3,118 37,296 4,102 3,200 7,302 44,598 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

－ 18 － 

  イ 非該当者 
（単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設 

給与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

50名以下 83,003 7,444 90,447 9,949 9,500 19,449 109,896 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 86,704 7,444 94,148 10,356 9,500 19,856 114,004 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 86,331 7,444 93,775 10,315 9,500 19,815 113,590 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 85,966 7,444 93,410 10,275 9,500 19,775 113,185 

51名以上75名以下 83,003 7,444 90,447 9,949 8,000 17,949 108,396 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 86,704 7,444 94,148 10,356 8,000 18,356 112,504 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 86,331 7,444 93,775 10,315 8,000 18,315 112,090 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 85,966 7,444 93,410 10,275 8,000 18,275 111,685 

76名以上100名未満 83,003 7,444 90,447 9,949 6,000 15,949 106,396 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 86,704 7,444 94,148 10,356 6,000 16,356 110,504 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 86,331 7,444 93,775 10,315 6,000 16,315 110,090 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 85,966 7,444 93,410 10,275 6,000 16,275 109,685 

100名 64,692 5,532 70,224 7,724 6,000 13,724 83,948 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 67,576 5,532 73,108 8,041 6,000 14,041 87,149 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 67,285 5,532 72,817 8,009 6,000 14,009 86,826 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 67,001 5,532 72,533 7,978 6,000 13,978 86,511 

101名以上150名未満 64,692 5,532 70,224 7,724 4,800 12,524 82,748 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 67,576 5,532 73,108 8,041 4,800 12,841 85,949 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 67,285 5,532 72,817 8,009 4,800 12,809 85,626 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 67,001 5,532 72,533 7,978 4,800 12,778 85,311 

150名以上 63,183 5,230 68,413 7,525 3,200 10,725 79,138 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 66,000 5,230 71,230 7,835 3,200 11,035 82,265 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 65,716 5,230 70,946 7,804 3,200 11,004 81,950 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 65,438 5,230 70,668 7,773 3,200 10,973 81,641 

 



 

－ 19 － 

３ 盲養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は

指定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けていない場合） 
（単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設 

給与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

50名以下 167,314 11,771 179,085 19,699 9,500 29,199 208,284 

 養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 174,776 11,771 186,547 20,520 9,500 30,020 216,567 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 174,023 11,771 185,794 20,437 9,500 29,937 215,731 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 173,287 11,771 185,058 20,356 9,500 29,856 214,914 

51名以上75名以下 167,314 11,771 179,085 19,699 8,000 27,699 206,784 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 174,776 11,771 186,547 20,520 8,000 28,520 215,067 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 174,023 11,771 185,794 20,437 8,000 28,437 214,231 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 173,287 11,771 185,058 20,356 8,000 28,356 213,414 

76名以上100名未満 167,314 11,771 179,085 19,699 6,000 25,699 204,784 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 174,776 11,771 186,547 20,520 6,000 26,520 213,067 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 174,023 11,771 185,794 20,437 6,000 26,437 212,231 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 173,287 11,771 185,058 20,356 6,000 26,356 211,414 

100名 127,271 8,954 136,225 14,984 6,000 20,984 157,209 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 132,947 8,954 141,901 15,609 6,000 21,609 163,510 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 132,374 8,954 141,328 15,546 6,000 21,546 162,874 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 131,814 8,954 140,768 15,484 6,000 21,484 162,252 

101名以上150名未満 127,271 8,954 136,225 14,984 4,800 19,784 156,009 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 132,947 8,954 141,901 15,609 4,800 20,409 162,310 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 132,374 8,954 141,328 15,546 4,800 20,346 161,674 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 131,814 8,954 140,768 15,484 4,800 20,284 161,052 
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４ 盲養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指

定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合） 
（１）該当者 

  （単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設 

給与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

50名以下 85,619 6,137 91,756 10,093 9,500 19,593 111,349 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 89,437 6,137 95,574 10,513 9,500 20,013 115,587 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 89,052 6,137 95,189 10,470 9,500 19,970 115,159 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 88,675 6,137 94,812 10,429 9,500 19,929 114,741 

51名以上75名以下 85,619 6,137 91,756 10,093 8,000 18,093 109,849 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 89,437 6,137 95,574 10,513 8,000 18,513 114,087 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 89,052 6,137 95,189 10,470 8,000 18,470 113,659 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 88,675 6,137 94,812 10,429 8,000 18,429 113,241 

76名以上100名未満 85,619 6,137 91,756 10,093 6,000 16,093 107,849 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 89,437 6,137 95,574 10,513 6,000 16,513 112,087 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 89,052 6,137 95,189 10,470 6,000 16,470 111,659 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 88,675 6,137 94,812 10,429 6,000 16,429 111,241 

100名 54,731 4,024 58,755 6,463 6,000 12,463 71,218 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 57,172 4,024 61,196 6,731 6,000 12,731 73,927 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 56,925 4,024 60,949 6,704 6,000 12,704 73,653 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 56,684 4,024 60,708 6,677 6,000 12,677 73,385 

101名以上150名未満 54,731 4,024 58,755 6,463 4,800 11,263 70,018 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 57,172 4,024 61,196 6,731 4,800 11,531 72,727 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 56,925 4,024 60,949 6,704 4,800 11,504 72,453 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 56,684 4,024 60,708 6,677 4,800 11,477 72,185 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

－ 21 － 

（２）非該当者 
  （単位 円） 

入 所 定 員 数 
一般事務費 特別事務費 

合 計 
人件費 管理費 計 民間施設 

給与改善費 
夜間勤務 
体制加算 

計 

50名以下 151,719 11,469 163,188 17,950 9,500 27,450 190,638 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 158,485 11,469 169,954 18,694 9,500 28,194 198,148 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 157,802 11,469 169,271 18,619 9,500 28,119 197,390 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 157,134 11,469 168,603 18,546 9,500 28,046 196,649 

51名以上75名以下 151,719 11,469 163,188 17,950 8,000 25,950 189,138 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 158,485 11,469 169,954 18,694 8,000 26,694 196,648 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 157,802 11,469 169,271 18,619 8,000 26,619 195,890 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 157,134 11,469 168,603 18,546 8,000 26,546 195,149 

76名以上100名未満 151,719 11,469 163,188 17,950 6,000 23,950 187,138 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 158,485 11,469 169,954 18,694 6,000 24,694 194,648 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 157,802 11,469 169,271 18,619 6,000 24,619 193,890 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 157,134 11,469 168,603 18,546 6,000 24,546 193,149 

100名 118,115 8,551 126,666 13,933 6,000 19,933 146,599 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 123,382 8,551 131,933 14,512 6,000 20,512 152,445 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 122,850 8,551 131,401 14,454 6,000 20,454 151,855 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 122,330 8,551 130,881 14,396 6,000 20,396 151,277 

101名以上150名未満 118,115 8,551 126,666 13,933 4,800 18,733 145,399 

 

 

 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅰ) 123,382 8,551 131,933 14,512 4,800 19,312 151,245 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅱ) 122,850 8,551 131,401 14,454 4,800 19,254 150,655 

養護老人ホーム勤務職員処遇改善加算(Ⅲ) 122,330 8,551 130,881 14,396 4,800 19,196 150,077 
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別紙２ 
 

費用徴収基準 
 
１ 養護老人ホーム及び養護委託による措置 
（１）法第１１条第１項第１号、第３号及び第２項（養護老人ホーム及び養護委託に限る。）に規定する

措置に要する費用に係る法第２８条の規定による徴収金の額は、月額によって決定するものとし、

その徴収額は、養護老人ホーム被措置者及び養護委託による被措置者については、別表１の対象収

入による階層区分によって定まる費用徴収基準月額により算定した額とし、その主たる扶養義務者

については、別表２の税額等による階層区分によって定まる費用徴収基準月額により算定した額と

すること。 
  ただし、月の途中で施設に入所若しくは退所し、又は養護受託者の家庭に転入若しくは転出した

被措置者に係るその入退所し、又は転入出した日の属する月の分の徴収月額は、次の算式により算

定した額（１円未満切捨て） 
  基準月額 × （当該月の実措置日数 ÷ 当該月の実日数） 

 

（２）上記のうち、養護老人ホーム被措置者で介護保険法における要介護認定により、要支援・要介護

の認定を受け、特別養護老人ホームへ入所申込みを行った者の徴収額については、市町村長が必要

と認める場合には、別表１の規定にかかわらず、別途上限を設けることができる。 
なお、この場合の扶養義務者の費用徴収額は、特例措置を行わず算定した被措置者の費用徴収額

を基準に算定すること。 
 

２ やむを得ない措置 
  法第１１条第１項第２号及び第２項（特別養護老人ホームに限る。）に規定する特別養護老人ホー       
 ムの措置に要する費用に係る法第２８条の規定による徴収金の額は、法第２１条の２の規定に基づき、    
支弁することを要しないとされた額（介護保険給付を受けることができる者でない場合には、これに      

相当する額）を除いた額（ただし、その額を適用すれば、生活保護を必要とする状態になる者につい

ては、０円）とする。 
 なお、措置に要する費用には、特別養護老人ホームにおいて保険給付の対象となる額のほか、食費          

及び居住費が含まれる。 
 
３ 費用徴収基準に係る留意事項 
（１）対象収入について 

「対象収入」は、原則として前年の（１）収入として認定するもの（（２）収入として認定しない

ものに該当するものは除く。）から（３）必要経費を控除した額とする。ただし、前年に比して収入

が減少したり不時のやむを得ざる支出が必要になる等の事情により被措置者の負担能力に著しい変

動が生じ費用負担が困難となった場合は、当該年の収入又は必要経費を用いて「対象収入」を算定

することができる。 
ア 収入として認定するもの 
（ア）年金、恩給等の収入 
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年金、恩給その他これに類する定期的に支給される金銭については、その実際の受給額を収

入として認定すること。 
ａ 年金、恩給等の収入には、公的給付であるか私的給付であるかを問わず、被措置者が受給

権を有する定期的な給付は、「収入として認定しないもの」を除き、すべて含まれる。 
      したがって、労働者災害補償保険（休業補償給付、障害補償年金等）、企業退職年金、私的

終身年金保険、入所前の勤労所得（給与所得の金額を収入として認定する。）、雇用保険（失

業給付の基本手当）等は、これに該当する。 
      なお、老人保護措置費に係る「加算の特例」等の年金給付に代替して支給される性格の給

付もこれに該当する取扱いとする。 
    ｂ 年金、恩給等の収入の収入とすべき時期は、その年金、恩給等の支給の基礎となる法令、

契約、規程等により定められた支給日とする。 
      なお、遡って、年金、恩給等の受給権が生じ、１年分を超える年金、恩給等を受給したと

きは、１年分のみを収入として認定する。 
    ｃ 外貨により支払われる年金等の邦貨換算は、所得税における取扱いに準じて、原則として

支給日の為替相場により行う。 
（イ）財産収入 

       土地、家屋、機械器具等を他に利用させて得られる果実である地代、小作料、家賃、間代、

使用料等の収入については、課税標準として把握された所得の金額を収入として認定すること。 
（ウ）利子、配当収入 

       公社債の利子、預貯金の利子、法人から受ける利益の配当等の収入については、確定申告が

される場合に限り、課税標準として把握された所得の金額を収入として認定すること。 
（エ）その他の収入 

       不動産、動産の処分による収入その他の収入（老人ホーム入所前の臨時的な収入は除く。）に

ついては、課税標準として把握された所得の金額を収入として認定すること。 
ａ その他の収入には、譲渡所得、山林所得、一時所得（生命保険契約に基づく一時金、満期

返戻金等）等が該当するが、この場合の「課税標準として把握された所得の金額」とは、所

得税法第22条第１項に規定する総所得金額、山林所得金額等のうちこれらの所得に係るもの

をいう。 
      なお、分離課税される譲渡所得については、租税特別措置法第31条第１項に規定する長期

譲渡所得の金額又は同法第32条第１項に規定する短期譲渡所得の金額をいう（当該金額がマ

イナスとなる場合は、ゼロとする。）。 
    ｂ 相続、遺贈又は個人からの贈与による所得については、相続税又は贈与税の課税価格を収

入として認定する。 
（オ）留意事項 

    ａ 「前年」の対象収入の把握に当たっては、１月から６月の間においては、前々年分の対象

収入により階層を決定するものとする。 
ｂ 年度中途で収入や必要経費に著しい変動があった場合において、前年に比して収入の減少

や不時のやむを得ざる支出が必要となる等の事情により、被措置者の負担能力に著しい変動

が生じ、費用負担が困難となると市町村長が認めるときは、その事情の生じた時点を含む年

における年間収入又は必要経費を推定し、これにより求めた対象収入に基づき階層区分の変
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更を決定することができる。 
ｃ ｂによる階層区分の変更は、原則として例外措置であり被措置者からの申立てにより行う

こととするが、被措置者が生活保護法による医療扶助を受ける等明らかに階層区分の変更が

必要と認められる場合には申立ての有無にかかわらず変更決定を行う。 
ｄ 被措置者から申立てがあったときは、書類に所要事項を記載していただき、その妥当性を

判断して決定する。 
なお、収入が減少又は必要経費が増加した場合に、その年の必要経費又は収入を改めて推

定を行う必要はないものとする。 
ｅ 階層区分の変更は、変更が必要と認められる月（その月分を納入済のときは、その翌月）

から行う。 
      なお、入院により多額の医療費を必要とする場合には、入院した月については従前の階層

区分で日割計算により徴収を行い、入院期間中は徴収せず、退院時において、階層区分の見

直しを行う等の取扱いをしても差し支えないものとする。 
ｆ ｂからｅの取扱いは、「主たる扶養義務者」についても同様とする。 
ｇ 被措置者が死亡した場合の被措置者又はその主たる扶養義務者からの徴収金は、死亡した

日までの日割により計算する。 

なお、被措置者に係る徴収金の納入告知等は、その相続人に対して行う。 

ｈ 主たる扶養義務者が死亡した場合の徴収金の取扱いについては、ｇと同様に行う。 

ｉ 徴収金の額の決定に誤りがあった場合については、変更すべき月に遡及して徴収額の変更

決定を行う。ただし、被措置者又はその主たる扶養義務者については、次のように取り扱う

ことができる。 

（ａ）誤って決定した徴収額よりも正当な徴収額が高い場合 

誤認を発見した日の属する月の翌月初日をもって徴収額の変更決定を行う。ただし、明

らかに被措置者又はその主たる扶養義務者の責に帰すべき事由により徴収額を誤って決定

した場合には変更すべき月に遡及して徴収額の変更を行う。 

（ｂ）誤って決定した徴収額よりも正当な徴収額が低い場合 

変更すべき月に遡及して徴収額の変更決定を行う。既に納付済の徴収金があるときは、

その差額分を返還(還付又は充当)する。 

 
イ 収入として認定しないもの 
（ア）臨時的な見舞金、仕送り等による収入 
（イ）地方公共団体又はその長、社会事業団体その他から恵与された慈善的性質を有する金銭 
（ウ）施設から、いわゆる個人的経費として支給される金銭 
（エ）原子力被爆者に対する特別措置に関する法律により支給される特別手当のうち、生活保護基

準の放射線障害者加算に相当する額 
（オ）公害に係る健康被害の補償金、損害賠償金で、公害健康被害補償法の補償給付に相当するも

ののうち、生活保護法において公害健康被害補償法の補償給付ごとに収入として認定しないも

のとして定める額に相当する額 
（カ）特別児童扶養手当等の支給に関する法律により支給される福祉手当等老人ホームに入所する

ことにより支給されないこととなる金銭 
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（キ）児童手当法により支給される児童手当等法令により被措置者の生活費以外の用途に充てられ

ることとされている金銭 
（ク）老人ホームにおける生きがい活動に伴って副次的に得られる収入 
（ケ）その他生活保護法において収入として認定しないこととされている収入等社会通念上収入と

して認定することが適当でないと判断される金銭 
 
ウ 必要経費 
（ア）所得税、住民税等の租税（ただし、固定資産税を除く。） 

なお、例示されている租税以外の租税としては、相続税及び贈与税が該当し、その他の租税

は、市町村長が特別の事情があると認めた場合について該当する取扱いとする。 
（イ）社会保険料、介護保険料若しくはこれらに準じるもの 

ａ 社会保険料とは、国民健康保険の保険料、国民健康保険税等、所得税法第74条第２項に規

定するものをいう。 

     ｂ 社会保険料に準ずるものには、所得税法において小規模企業共済等掛金控除として、控除

が認められる心身障害者扶養共済制度の掛金が該当する。 

（ウ）医療費（差額ベッド代、付添費用、医薬品購入費を含む医療を受けるのに通常必要とされる

一切の経費をいう。ただし、保険金等で補填される金額を除く。） 
ａ 医療費の範囲は、所得税法において医療費控除の対象となる医療費の範囲に準じて取り扱

う。したがって、通院費、あん摩、マッサージ、指圧師、はり師、きゅう師による施術費は

医療費に含まれるが、疾病の予防又は健康の増進のために供される医薬品の購入費は医療費

に該当しない。 

ｂ 医療費は、支払った医療費の総額から保険金等で補てんされる金額を控除した額の全額に

ついて、必要経費として認められるものであり、所得税法における控除額の取扱いと異なる

ものである。 

ｃ 医療費の額の算定に当たって医療費を補てんする保険金等の額が確定していない場合には、

当該保険金等の見込額に基づいて行う。 

この場合において後日、当該保険金等の見込額が当該確定額と異なることとなったときは、

その判明した日の属する月の翌月初日をもって変更決定を行う。 

なお、その際の差額の取扱いについては、（オ）ｉによるものとする。 

（エ）介護保険に係る利用料（利用者負担のほか、介護を受けるのに通常必要とされる一切の経費

をいう。ただし、保険金等で補填される金額を除く。） 
（オ）その他 

      ａ 配偶者その他の親族が被措置者の仕送りにより生活している場合において必要とされる仕

送りのための費用 
（ａ）配偶者その他の親族の範囲は、原則として配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。）又は民法に定める扶養義務者とするが、特別の事

情がある場合には、民法第725条に規定する親族までとすることができる。 

（ｂ）仕送りのための費用については、その地域における標準的な生計費を参考として、市町

村長が設ける限度額から仕送りを受ける配偶者等の収入を控除した額の範囲内において、

その実際の仕送り額を特別の必要経費として認める。 
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（ｃ）配偶者等が養護老人ホーム又は特別養護老人ホームに入所している場合における標準的

な生計費は、いわゆる個別的日常費に相当する額とし、軽費老人ホームに入所している場

合には、個別的日常費に相当する額に軽費老人ホーム利用料を加えた額として取り扱うも

のとする。 

（ｄ）被措置者の仕送りにより生計を維持されている配偶者等の租税、社会保険料、医療費は、

仕送りのための費用とは別に、それぞれ租税、社会保険料、医療費として必要経費と認め

る。 

      ｂ 災害により資産が損害を受けた場合において、これを補填するために必要とされる費用 
      ｃ やむを得ない事情による借金の返済 

やむを得ない事情による借金の返済としては、原則として入所前の被措置者本人に係る借

金であって、やむを得ない事情によるものの返済（住宅ローンの返済、世帯更生資金の返済

等）の場合に限り認められるものであるが、入所後において配偶者等が被措置者の仕送りに

より生計を維持されている場合であって、医療費等不意に支出せざるを得ない状況のもとに

おいて、借金をしている場合の返済についても、同様の取扱いをして差し支えない。 

      ｄ 自己の日常の用に供される補装具、身体障害者日常生活用具等の購入費等の支出せざるを

得ない費用が被措置者にあると市町村長が認めるときは、その額を特別の必要経費として認

定することができること。 
    ｅ その他の必要経費 

（ａ）必要経費には、被措置者の意志により任意に負担するもの 

例えば、交際費、見舞金、法事、墓参りのための費用、墓の建設・管理に必要な費用、

寄附金等の費用は該当しない。老人ホーム入所前の生活費、軽費老人ホーム利用料等、入

所により支出する必要のなくなる費用も同様とする。 

（ｂ）離婚に伴う慰謝料の支払は、必要経費として認めることができる。 

（ｃ）生命保険料は原則として必要経費に該当しない。 

しかしながら、入所前から継続しているものであって、継続しないことにより解約返戻

金等について著しい不利益を受けるものについては、必要経費として認めることができる。 

（ｄ）住宅維持費（損害保険料を含む。）は、原則として必要経費に該当しない。 

しかしながら、入所前に自己の居住の用に供していた住宅で居住する者がなく、また、

賃貸も困難な場合には、通常必要とされる住宅維持費を必要経費として認めることができ

る。 

（ｅ）必要経費の認定は市町村長が行うが、その認定の際領収証等のないものについては、施

設長の証明によって差し支えない。 

 
（２）主たる扶養義務者について 

ア 「主たる扶養義務者」の認定は、被措置者の扶養義務者（民法に定める扶養義務者をいう。オ

において同じ。）のうち、配偶者及び子について行う。 
   イ 「主たる扶養義務者」となる被措置者の配偶者及び子は、原則として、被措置者が入所の際に

被措置者と同一世帯にあった者（住居等の関係で別居していたが、主としてその配偶者又は子の

仕送りにより被措置者が生計を維持していた場合等社会通念上同一世帯と同様と認められる者を

含む。以下「出身世帯員」という。）とする。 
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   ウ イにより「主たる扶養義務者」となり得る者が２人以上ある場合は、最多税額納付者を「主た

る扶養義務者」とする。 
   エ 出身世帯員でない被措置者の配偶者及び子は、被措置者が入所の際に同一世帯に属していた被

措置者の扶養義務者がない場合に限り、次に定めるところにより、「主たる扶養義務者」とする。 
（ア）当該配偶者又は子の所得税又は住民税の所得割の計算について、被措置者が所得税法第２条

第１項第３３号若しくは地方税法第２９２条第１項第７号に規定する控除対象配偶者又は所得

税法第２条第１項第３４号若しくは地方税法第２９２条第１項第８号に規定する扶養親族とな

っている場合は、当該配偶者又は子を「主たる扶養義務者」とする。 

（イ）当該配偶者又は子が健康保険、船員保険又は国家公務員等共済組合、地方公務員共済組合若

しくは私立学校教職員共済組合の被保険者又は組合員であって、被措置者がこれらの制度の給

付について当該配偶者又は子の被扶養者となっている場合（（ア）に該当する被措置者の配偶者

又は子が他にある場合を除く。）には、当該配偶者又は子を「主たる扶養義務者」とする。 

  （ウ）当該配偶者又は子の給与の計算について被措置者が扶養親族として一般職の職員の給与等に

関する法律（昭和25年法律第95号）第１１条に規定する扶養手当その他これに準じる手当の

支給対象となっている場合（（ア）又は（イ）に該当する被措置者の配偶者又は子が他にある場

合を除く。）は、当該配偶者又は子を「主たる扶養義務者」とする。この場合において、「主た

る扶養義務者」となり得る者が２人以上あるときは、最多税額納付者を「主たる扶養義務者」

とする。 
  （エ）（ア）から（ウ）までのいずれかに該当する被措置者の配偶者又は子がない場合は、被措置者

への仕送りの状況、被措置者との間の資産面での関係の深さ等を勘案し、社会通念上、主たる

扶養義務者と認められる被措置者の配偶者又は子を「主たる扶養義務者」とする。 
  オ ウの場合における「主たる扶養義務者」の認定は、毎年度見直しを行うことを原則とするが、

主たる扶養義務者が死亡又は行方不明になった場合は、その事実が生じた日の属する月の翌月初

日をもって見直しを行うこととする。 

  カ エの場合における「主たる扶養義務者」の認定については、見直しを行わないこととする。 

キ その他主たる扶養義務者の取扱いについては、次によるものとする。 

（ア）世帯とは、社会生活上現に家計を共同して消費生活を営んでいると認められるひとつの単位

をいい、世帯の認定については、生活保護法の取扱いに準じて行うものとする。なお、養護老

人ホームへの入所措置に当たり、いわゆる世帯分離の取扱いをした場合であっても、これは入

所要件に関する便宜的な取扱いであり、別世帯として認めることはないので、あくまでも同一

世帯であることには変更がないものである。 

（イ）養子は、縁組の日から養親の嫡出子たる身分を取得し、養親等の扶養義務者となるが、実親

及びその親族との間には何等の影響を及ぼさず、その扶養義務者としての地位は失われるもの

ではない。 

（ウ）主たる扶養義務者に関する事実認定は、市町村長の判断により行うものである。 

（エ）主たる扶養義務者の認定等に関する取扱いについて、著しい不合理が生じる特別の事情があ

る場合には、市町村長の判断により適当な措置を講じることができるものとする。 
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別表１ 
養護老人ホーム又は養護委託による被措置者費用徴収基準 

 
対象収入による階層区分 費用徴収基準額 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

９ 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

35 

36 

37 

38 

39 

 

０円  ～  ２７０,０００円   

２７０,００１円  ～  ２８０,０００円   

２８０,００１円  ～  ３００,０００円   

３００,００１円  ～  ３２０,０００円   

３２０,００１円  ～  ３４０,０００円   

３４０,００１円  ～  ３６０,０００円   

３６０,００１円  ～  ３８０,０００円   

３８０,００１円  ～  ４００,０００円   

４００,００１円  ～  ４２０,０００円   

４２０,００１円  ～  ４４０,０００円   

４４０,００１円  ～  ４６０,０００円   

４６０,００１円  ～  ４８０,０００円   

４８０,００１円  ～  ５００,０００円   

５００,００１円  ～  ５２０,０００円   

５２０,００１円  ～  ５４０,０００円   

５４０,００１円  ～  ５６０,０００円   

５６０,００１円  ～  ５８０,０００円   

５８０,００１円  ～  ６００,０００円   

６００,００１円  ～  ６４０,０００円   

６４０,００１円  ～  ６８０,０００円   

６８０,００１円  ～  ７２０,０００円   

７２０,００１円  ～  ７６０,０００円   

７６０,００１円  ～  ８００,０００円   

８００,００１円  ～  ８４０,０００円   

８４０,００１円  ～  ８８０,０００円   

８８０,００１円  ～  ９２０,０００円   

９２０,００１円  ～  ９６０,０００円   

９６０,００１円  ～ １,０００,０００円   

１,０００,００１円  ～ １,０４０,０００円   

１,０４０,００１円  ～ １,０８０,０００円   

１,０８０,００１円  ～ １,１２０,０００円   

１,１２０,００１円  ～ １,１６０,０００円   

１,１６０,００１円  ～ １,２００,０００円   

１,２００,００１円  ～ １,２６０,０００円   

１,２６０,００１円  ～ １,３２０,０００円   

１,３２０,００１円  ～ １,３８０,０００円   

１,３８０,００１円  ～ １,４４０,０００円   

１,４４０,００１円  ～ １,５００,０００円   

１,５００,００１円以上                          

             

 

０円   

１,０００円   

１,８００円   

３,４００円   

４,７００円   

     ５,８００円   

７,５００円   

９,１００円   

１０,８００円   

 １２,５００円   

１４,１００円   

１５,８００円   

１７,５００円   

      １９,１００円   

２０,８００円   

 ２２,５００円   

２４,１００円   

２５,８００円   

２７,５００円   

      ３０,８００円   

３４,１００円   

 ３７,５００円   

３９,８００円   

４１,８００円   

４３,８００円   

      ４５,８００円   

４７,８００円   

４９,８００円   

５１,８００円   

５４,４００円   

      ５７,１００円   

５９,８００円   

６２,４００円   

６５,１００円   

６９,１００円   

７３,１００円   

７７,１００円   

 ８１,１００円   

150万円超過額 × 0.9 ÷ 12 ＋ 

81,100円（100円未満端数切捨て） 

備考 上記にかかわらず、当分の間、１６８,１００円を当該費用徴収基準月額の上限とする。 
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注１ この表における「対象収入」とは前年の収入（社会通念上収入として認定することが適当でない

ものを除く。）から、租税、社会保険料、医療費等の必要経費を控除した後の収入をいう。 
 ２ 養護老人ホームの３人部屋入所者については、費用徴収額から１０％、４人部屋入所者について

は２０％、５人及び６人部屋入所者については３０％、７人部屋入所者については４０％をそれぞ

れ減額した額を費用徴収基準月額とする。この場合、100円未満の端数は切捨てとする。 
   また、１（２）の上限額を適用した者については、この対象としない。 
 ３ 費用徴収月額が、その月におけるその被措置者に係る措置費の支弁額（一般事務費及び一般生活

費（地区別冬期加算及び入院患者日用品費を除く。）の合算額をいう。別表２において同じ。）を超

える場合には、この表にかかわらず当該支弁額とする。 
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別表２ 
扶養義務者費用徴収基準 

 
税額等による階層区分 費用徴収基準額 

Ａ 生活保護法による被保護者（単給を含む）及び中国残留邦人等の円滑

な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の

支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第 14 条による支援給付

受給者（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 127 号）

附則第４条第１項及び（平成 25 年法律第 106号）による改正前の中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関

する法律による支援給付を含む） 

０円  

Ｂ Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税非課税の者 ０円  

Ｃ１ Ａ階層及びＢ階層

を除き前年分の所

得税非課税の者 

当該年度分の市町村民税所得割非課税 
（均等割のみ課税） 

４,５００円  

Ｃ２ 当該年度分の市町村民税所得割課税 ６,６００円  

Ｄ１ Ａ階層及びＢ階層

を除き前年分の所

得税課税の者であ

って、その税額の

年額区分が次の額

である者 

１５,０００円以下           ９,０００円  

Ｄ２ １５,００１円 ～    ４０,０００円 １３,５００円  

Ｄ３ ４０,００１円 ～    ７０,０００円 １８,７００円  

Ｄ４ ７０,００１円 ～   １８３,０００円 ２９,０００円  

Ｄ５  １８３,００１円 ～   ４０３,０００円 ４１,２００円  

Ｄ６  ４０３,００１円 ～   ７０３,０００円 ５４,２００円  

Ｄ７  ７０３,００１円 ～ １,０７８,０００円 ６８,７００円  

Ｄ８ １,０７８,００１円 ～ １,６３２,０００円 ８５,０００円  

Ｄ９ １,６３２,００１円 ～ ２,３０３,０００円 １０２,９００円  

Ｄ10 ２,３０３,００１円 ～ ３,１１７,０００円 １２２,５００円  

Ｄ11 ３,１１７,００１円 ～ ４,１７３,０００円 １４３,８００円  

Ｄ12 ４,１７３,００１円 ～ ５,３３４,０００円 １６６,６００円  

Ｄ13 ５,３３４,００１円 ～ ６,６７４,０００円 １９１,２００円  

Ｄ14 ６,６７４,００１円以上           その月におけるその

被措置者に係る措置

費の支弁額 
注１ この表のＣ１階層における「均等割の額」とは、地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第

２９２条第１項第１号に規定する均等割の額をいい、Ｃ２階層における「所得割の

額」とは、同項第２号に規定する所得割（この所得割を計算する場合には、同法第

３１４条の７、同法第３１４条の８、同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及

び第５条の４の２第６項の規定は適用しないものとする。)の額をいう。 

なお、同法第３２３条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その額

を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等割の

額とする。 

２ Ｄ１～Ｄ14 階層における「所得税の額」とは、所得税法(昭和 40 年法律第 33

号)、租税特別措置法(昭和 32 年法律第 26 号)及び災害被害者に対する租税の減免、
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徴収猶予等に関する法律(昭和 22 年法律第 175 号)の規定によって計算された所得

税の額をいう。この場合において、扶養控除については所得税法等の一部を改正

する法律（平成 22 年法律第６号）第１条の規定による改正前の所得税法の規定に

より計算するものとする。 

ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。 

（１）所得税法第７８条第１項、第２項第１号、第２号（地方税法第３１４条の７

第１項第２号に規定する寄附金に限る。）、第３号（地方税法第３１４条の７

第１項第２号に規定する寄附金に限る。）、第９２条第１項、第９５条第１項、

第２項及び第３項 

（２）租税特別措置法第４１条第１項、第２項、第６項及び第２５項、第４１条の

２、第４１条の３の２第１項、第２項、第５及び第６項、第４１条の１９の２

第１項、第４１条の１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第１

項及び第３項 

（３）租税特別措置法等の一部を改正する法律(平成 10 年法律第 23 号）附則第１２

条、所得税法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５号）附則第５９条

第１項、第６０条第１項並びに所得税法等の一部を改正する法律（平成28年法律第15

号）附則第76条第１項、第77条第１項及び第２項、第80条、第81条並びに第82条第１

項 

３ 同一の者が２人以上の被措置者の主たる扶養義務者となる場合においても、こ

の表に示す費用徴収基準月額のみで算定するものであること。 

４ 費用徴収基準月額が、その月におけるその被措置者に係る措置費の支弁額（そ

の被措置者が別表１により徴収を受ける場合には、当該被措置者に係る費用徴収

基準月額を控除した残額）を超える場合には、この表にかかわらず、当該支弁額

とする。 

５ 主たる扶養義務者が、他の社会福祉施設の被措置者の扶養義務者として費用徴

収される場合には、この表による徴収額の一部又は全部を免除することができる。 
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別紙３ 

養護老人ホーム規模別職員配置表 

１ 養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定

介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けていない場合） 
（１） 単独型 

（人） 
職種 

 

 

 

 

 

入所者 

職 員 配 置  職 員 配 置 

共通職員分 相談員分 直接処遇職員分 

施
設
長 

事
務
員 

看
護
職
員 

栄
養
士 

調
理
員
等 

主
任
生
活
相
談
員 

生
活
相
談
員 

職種 

 

 

一般 

入所者 

主
任
支
援
員 

支
援
員 

30 名以下 １ １ １ １ ３ １ ０ １～１５ １ ０ 

31 名以上 60 名以下 １ １ １ １ ４ １ １  １６～３０ １ １ 

61 名以上 70 名以下 １ １ １ １ ４ １ ２ 

 

３１～４５ １ ２ 

71 名以上 90 名以下 １ ２ １ １ ４ １ ２ ４６～６０ １ ３ 

91 名以上 100 名以下 １ ２ １ １ ４ １ ３ ６１～７５ １ ４ 

101 名以上 120 名以下 １ ２ ２ １ ４ ２ ２ ７６～９０ １ ５ 

121 名以上 150 名以下 １ ２ ２ １ ４ ２ ３ ９１～１０５ １ ６ 

151 名以上 180 名以下 １ ２ ２ １ ５ ２ ４ １０６～1２0 １ ７ 

 １２１～１３５ １ ８ 

１３６～1５０ １ ９ 

1５1～１６５ １ １０ 

１６６～１８０ １ １１ 

注 職員配置人員は、施設長を除き、常勤換算方法による人数である。ただし、看護職員、主任生活相
談員及び主任支援員にあっては、１名以上は常勤とすること。また、事務員と調理員等は、施設の実
情に応じた適当数で可とする。別紙３において、以下同じ。 

（２）特別養護老人ホーム併設型 
（人） 

職種 

 

 

 

 

入所者 

職 員 配 置  職 員 配 置 

共通職員分 相談員分 直接処遇職員分 

施
設
長 

事
務
員 

看
護
職
員 

栄
養
士 

調
理
員
等 

主
任
生
活
相
談
員 

生
活
相
談
員 

 職種 

 

 

一般 

入所者 

主
任
支
援
員 

支
援
員 

３０名以下 － １ １ １ － １ ０  １～１５ １ ０ 

３１名以上 60 名以下 － １ １ １ － １ １  １６～３０ １ １ 

61 名以上 80 名以下 － １ １ １ － １ ２  ３１～４５ １ ２ 

81 名以上 90 名以下 － １ １ １ １ １ ２ 

 

４６～６０ １ ３ 

91 名以上 100 名以下 － １ １ １ １ １ ３ ６１～７５ １ ４ 

101 名以上 110 名以下 － １ ２ １ １ ２ ２ ７６～９０ １ ５ 

111 名以上 120 名以下 － １ ２ １ ２ ２ ２ ９１～１０５ １ ６ 

   １０５～１２０ １ ７ 
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（３）特別養護老人ホームに併設する小規模養護老人ホーム 
（人） 

職種 

 

 

 

 

入所者 

職 員 配 置 

共通職員分 直接処遇職員分 

施
設
長 

事
務
員 

看
護
職
員 

栄
養
士 

調
理
員
等 

主
任
生
活
相
談
員 

生
活
相
談
員 

主
任
支
援
員 

支
援
員 

１５名以下 － － １ － － １ ０ １ ０ 

１６名以上３０名以下 － － １ － － １ ０ １ １ 

３１名以上４０名以下 － － １ － － １ １ １ ２ 

注１ 小規模養護老人ホームとは、入所定員４０名以下の施設をいう。 

 ２ 職員配置のうち、直接処遇職員分にあっては、「指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特

定施設入居者生活介護又は指定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けていない場合」にあ

っては入所定員数に「指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は

指定介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合」にあっては一般入所者数に応じて

適用するものとする。 
３ サテライト型養護老人ホーム（定員２９名以下）にあっては、看護職員は常勤換算方法で「１」

以上とする。また、本体施設の職員により当該サテライト型養護老人ホームの入所者の処遇が適切

に行われると認められるときは、（主任）生活相談員を置かないことができる。 
 

（４）盲養護老人ホーム 
（人） 

職種 

 

 

 

 

 

入所者 

職 員 配 置  職 員 配 置 

共通職員分 相談員分 直接処遇職員分 

施
設
長 

事
務
員 

看
護
職
員 

栄
養
士 

調
理
員
等 

主
任
生
活
相
談
員 

生
活
相
談
員 

職種 

 

 

一般 

入所者 

主
任
支
援
員 

支
援
員 

30名以下 １ １ ２ １ ３ １ ０ １～２０ １ ３ 

31名以上60名以下 １ １ ２ １ ４ １ １  ２１～３０ １ ４ 

61名以上70名以下 １ １ ２ １ ４ １ ２  

 

 

 

 

３１～４０ １ ５ 

71名以上90名以下 １ ２ ２ １ ４ １ ２ ４１～５０ １ ６ 

91名以上100名以下 １ ２ ２ １ ４ １ ３ ５１～６０ １ ７ 

101名以上120名以下 １ ２ ３ １ ４ ２ ２ ６１～７０ １ ９ 

121名以上130名以下 １ ２ ３ １ ４ ２ ３ ７１～８０ １ 10 

 ８１～９０ １ 11 

９１～110 １ 13 

111～120 １ 15 

121～130 １ 17 

 



 

－ 34 － 

２ 養護老人ホーム（指定特定施設入居者生活介護、指定地域密着型特定施設入居者生活介護又は指定

介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合） 

（１）単独型 
（人） 

職種 

 

 

 

 

 

入所者 

職 員 配 置  職 員 配 置 

共通職員分 相談員分 直接処遇職員分 

施
設
長 

事
務
員 

看
護
職
員 

栄
養
士 

調
理
員
等 

主
任
生
活
相
談
員 

生
活
相
談
員 

職種 

 

 

一般 

入所者 

主
任
支
援
員 

支
援
員 

３０名以下 １ １ １ １ ４ ０ ０ １～１５ １ ０ 

３１名以上 60 名以下 １ １ １ １ ４ １ ０ １６～３０ １ １ 

61 名以上 90 名以下 １ ２ １ １ ４ １ １  ３１～４５ １ ２ 

91 名以上 100 名以下 １ ２ １ １ ４ １ ２  ４６～６０ １ ３ 

101 名以上 120 名以下 １ ２ ２ １ ４ ２ １ ６１～７５ １ ４ 

121 名以上 150 名以下 １ ２ ２ １ ４ ２ ２ ７６～９０ １ ５ 

151 名以上 180 名以下 １ ２ ２ １ ５ ２ ３ ９１～105 １ ６ 

    106～120 １ ７ 

121～135 １ ８ 

136～150 １ ９ 

151～165 １ 10 

166～180 １ 11 

 

（２）特別養護老人ホーム併設型 
（人） 

職種 

 

 

 

 

 

 

入所者 

職 員 配 置  職 員 配 置 

共通職員分 相談員分 直接処遇職員分 

施
設
長 

事
務
員 

看
護
職
員 

栄
養
士 

調
理
員 

主
任
生
活
相
談
員 

生
活
相
談
員 

 職種 

 

 

 

一般 

入所者 

主
任
支
援
員 

支
援
員 

30 名以下 － １ １ １ － ０ ０ １～１５ １ ０ 

31 名以上 60 名以下 － １ １ １ － １ ０ １６～３０ １ １ 

61 名以上 80 名以下 － １ １ １ － １ １  ３１～４５ １ ２ 

81 名以上 90 名以下 － １ １ １ １ １ １  ４６～６０ １ ３ 

91 名以上 100 名以下 － １ １ １ １ １ ２ ６１～７５ １ ４ 

101 名以上 110 名以下 － １ ２ １ １ ２ １  ７６～９０ １ ５ 

111 名以上 120 名以下 － １ ２ １ １ ２ １ ９１～105 １ ６ 

         106～120 １ ７ 

注 サテライト型養護老人ホーム（定員２９名以下）にあっては、看護職員は常勤換算方法で「１」以
上とする。  
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（３）盲養護老人ホーム 
（人） 

職種 

 

 

 

 

 

入所者 

職 員 配 置  職 員 配 置 

共通職員分 相談員分 直接処遇職員分 

施
設
長 

事
務
員 

看
護
職
員 

栄
養
士 

調
理
員
等 

主
任
生
活
相
談
員 

生
活
相
談
員 

職種 

 

 

一般 

入所者 

主
任
支
援
員 

支
援
員 

30 名以下 １ １ ２ １ ３ １ ０ １～２０ １ ３ 

31 名以上 60 名以下 １ １ ２ １ ４ １ １  ２１～３０ １ ４ 

61 名以上 70 名以下 １ １ ２ １ ４ １ ２  

 

 

 

 

３１～４０ １ ５ 

71 名以上 90 名以下 １ ２ ２ １ ４ １ ２ ４１～５０ １ ６ 

91 名以上 100 名以下 １ ２ ２ １ ４ １ ３ ５１～６０ １ ７ 

101 名以上 120 名以下 １ ２ ３ １ ４ ２ ２ ６１～７０ １ ９ 

121 名以上 130 名以下 １ ２ ３ １ ４ ２ ３ ７１～８０ １ 10 

 ８１～９０ １ 11 

９１～110 １ 13 

111～120 １ 15 

121～130 １ 17 

 


